
事 業 名 称 住宅確保要配慮者向けセーフティネット住宅に付帯するバディの普及活動 

事 業 主 体 空き家・空き地の相談センター 

連 携 先 
愛知県高浜市、公益社団法人トレイディングケア、株式会社住宅相談センター 
NPO 法人ファミリーステーション RIN 、株式会社ハルカホールディング   

対 象 地 域 愛知県高浜市・日進市など県内全域 

事 業 概 要 

① バディ育成講座コンテンツ制作 

② 高浜市民・企業向け講座開講 

③ バディ育成講座の公開（YouTube） 

事 業 の 特 徴 

住宅確保要配慮者が入居を敬遠されないように、空き家所有者や近隣住

民・地元企業との間に立ってコミュニケーションを図るボランティアのバ

ディ（相棒・仲間）を付帯し、そのノウハウを全国に公開し共有する。 

成 果 

① 計７回シリーズのバディ育成オンライン講座の製作と公開 

② 高浜市民向け、高浜市内企業向け説明会 ３回開催 外国人住民・ 

企業を含め５６名参加 うち４名がバディ登録 

③ 高浜市内企業訪問による説明２１社（コロナ禍の影響有） 

④ 空き家利活用実績 障がい者グループホーム向け 全国で２２件 

社宅をバディ付きアパートに転用した事例など２棟  

いずれも介護事業者などが借主となる法人契約であった。 

成果の公表方法 
YouTube   https://www.youtube.com/channel/UCc9P_jkQHRM0lwdl7U5tnsA 

にてオンライン講座公開 

今後の課題 

・国の経済的支援がある障がい者グループホームは順調に成約できたが、

特にシングルマザー向け住宅は全く供給ができなかった。運営資金の確保

が必要。 

・今後ボランティアで行っているバディの人数を増やそうとする場合、 

日当や給与の支給が必要なのか、事業化するかなどの検討が必要。 

 

１．事業の背景と目的 

空き家・空き室といえども、住宅確保要配慮者は入居を敬遠されているのが現状であり、この住宅

のミスマッチを解消するため、ボランティアのバディ（相棒・仲間）を付帯することで、入居者（住

宅確保要配慮者）とオーナー（空き家所有者）や近隣住民・地元企業との間に立って円滑なコミュ

ニケーションができるようになり、入居が促進され空き家が解消され、地域が活性化することを目

的とする。



２．事業の内容 

 

（１）事業の概要と手順 

 ①過去２年間行って来たバディ活動を基に、昨年検証した活動内容・方法を反映したレジュメ・告

知冊子などを作成し、セミナーや企業訪問を通してそれらを配布しバディ制度への理解を求める。 

 

② 作成したレジュメを基に、バディ育成オンライン講座の撮影・収録を行う。 

 

③ 収録したバディ育成講座を YouTube で配信し、全国に水平展開する。 

https://www.youtube.com/channel/UCc9P_jkQHRM0lwdl7U5tnsA


表１【取り組フロー図】 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２【各業務役割分】 

 

取組内容 具体的な内容（小項目） 担当者（組織名） 業務内容 

① バディ育成

講座テキス

ト制作 

収録等取りまとめ （株）住宅相談セン

ター吉田貴彦 

全７回の講座内容の収集と収録

環境・日程の設定 

コンテンツのレジュメ作

成と動画撮影講師の手配 

 

・（公社）トレイディング

ケア新美純子 

・ＮＰＯファミリーステ

ーションＲＩＮ幸村朋子 

・㈱ハルカホールディン

グ岩井大輔 

・㈱住宅相談センター吉

田貴彦 

撮影用の台本や指示書の製作 

ビデオ収録 

講師は４名で延べ７回開催 

② 高浜市民・

企業向け地

域講座 

３回開催 

案内チラシ・講座用冊子

作成 

（公社）トレイディ

ングケア新美純子 

講座開催時と企業本問時に配布

する冊子の作成 

告知活動（市内 48 社） 冊子を持参して訪問 

講座セミナー講師 市民向け講座のセミナー講師 

会場設営・運営 高浜市役所都市政

策部都市政策グル

ープ島口靖 

 

③ バディ育成

講座全国向

け公開 

公開中の動画管理 （株）住宅相談セン

ター吉田貴彦 

全７回収録分の YouTube による

配信 

告知活動（協力団体・企

業募集） 

（株）住宅相談セン

ター吉田貴彦他 

公開された映像を広く流し、協

力者を募る 



（２）事業の取組詳細 

 

① バディ育成講座テキスト制作 

 

11 月 5 日、外国人介護技能実習生受け入れ監理団体の代表、障がい者グループホーム経営者、シ

ングルマザーシェルター運営ＮＰＯ法人社員が執筆したテキストを基にした講座を撮影・収録完

了。講師は連携先団体の専門家に依頼した。 

テキストは、視聴者が誰でもいつでも気軽に見られるように、収録した画像に必要箇所だけを表

示し指示書として利用することとし、紙ベースでは用意しないこととした。 

 

 第１回 『空き家の現状と問題点』 

第２回 『バディを付帯した住宅確保要配慮者向け住宅について』 

 第３回 『外国人向け賃貸住宅の注意点』      

第４回 『障がい者向け住宅の注意点』  

 第５回 『シングルマザー向け住宅の注意点』    

第６回 『高齢者に賃貸するときの注意点』 

 第７回 『活躍するバディをご紹介』 

 

写真１【収録の様子】 

 

図１【テキスト・指示書見本】 

２．空き家の現状 

【資料１】投影 

空き家に関する調査と言いますと、総務省が５年に一度行っている「住宅・土地統計調査」があり

ますが、平成３０年（２０１８年）におこなったものが最新になります。 

それによりますと、空き家の数が８４９万戸で空き家率は１３．５％と言われています。いすれも右

肩上がりに増加しています。 

【テロップ】日本の住宅の８軒に１軒は空き家！ 

ただし一口に空き家と言っても内訳があるので注意が必要です。空き家の話題では、この内訳にご

注意いただきたいと思います。 

【資料２】投影 

この調査でいう空き家では、一番多い空き家として「賃貸用の住宅」があります。全体の５１％を

超えて空き家の半数を占めています。これは入居者が退去して、次の入居者が決まるまでの賃貸中の

空室も含まれています。 

 

 



② 高浜市民および市内企業向け地域講座開催 

                                          

１） バディ制度説明会（講座）用の冊子（市民向け 300 部・企業向け 200 部）を作成 

２） 市民向け講座告知 

高浜市広報に折込（16,000 枚）ほか企業等へ手配り計 20,000 枚 

３） 12 月 1 日、12 月 11 日、1 月 8 日講座開催 

外国人住民を含め個人・企業計５６名参加 

 

   ・単なる座学ではなく、「あなたも今日からバディさん、バディ体験してみませんか？」として、  

   実際に外国人と過ごす時間を作ることで参加者の評価を得ることができた。   

  

・高浜市多文化共生コミュニティセンターと共催することで信頼度を上げることができた。 

 

図２【市民向け告知チラシ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



図３【高浜市内企業向け冊子】 

 

 

 

 



図４【高浜市市民向け冊子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



③ バディ育成講座の公開 

 

 バディ育成講座の公開・配信を YouTube で行う。現在も公開中。 

 https://www.youtube.com/channel/UCc9P_jkQHRM0lwdl7U5tnsA 

または「空き家・空き地の相談センター」ホームページから。 

 

図５ 【バディ育成オンライン講座・表紙と目次】 

 

写真２ 【バディ育成オンライン講座・第３回】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３ 【バディ育成オンライン講座・第６回】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.youtube.com/channel/UCc9P_jkQHRM0lwdl7U5tnsA


（３）成果 

 ①③バディ育成講座テキスト作成と収録・公開 

 

  現時点でアクセス数は少ないが、バディ制度を運営するうえで必要な情報を公開し、全国に水平

展開したことで、全国で同様の取り組みが増えることが期待される。 

 

 ②高浜市民および市内企業向け地域講座開催 

 

 １）講座参加者のうち、バディ体験イベントから４名のバディ登録を得た。座学の市民向け講座や

企業向けからの登録は、今のところなし。 

  

２）昨年、空室を所有するオーナーに対して、バディ制度に関するヒアリングを行ったが、そのオ

ーナー所有のアパートから２棟のバディ付き賃貸アパートが実現した。うち１棟は社宅として賃貸

していたが、空室が増えたためバディ付きに転用したもの。 

  

7 室のうち 

１．パキスタン人親子（夫婦と小学生 2 人） 

２．ペルー人親子（父と中学生の娘） 

３．ブラジル 3 世代親子（親、子、孫） 

４．単身日本人 → ２０２２年２月末に転出、ベトナム人女性が入居予定 

５．単身日本人 

６．７．インドネシア人技能実習生 

 

  ６．７が従来からのバディ制度を知っている入居者なので、バディも十分機能し、とてもうまく

共生できているアパートになっている。ごみ出しルールの問題は出ているが、オーナーも含めて風

通しよく意思疎通ができている。 

  

  バディ付き賃貸アパートは、一棟丸ごとバディ付きになるため、戸建てと異なり多くのバディを

必要としない点で効率的な運営ができることとなった。 

また告知の点でも、外国人の入居者がいてもバディが付帯していることが知られるため、入居者

の募集もスムーズに行うことができる。 

戸建ての場合、オーナーが賃貸することから決断しなくてはならないが、賃貸アパートや社宅は

従来から賃貸されていたため、バディ制度について理解してもらうだけで実現できた。 

 

※本年度成約した空き家の契約は、すべて借主が介護事業者などの法人契約であった。これは昨年度の空家オ

ーナーヒアリングでも明らかになった点で、空き家オーナーとしては住宅確保要配慮者に賃貸する場合、法人契

約を望んでいることを裏付けた。 

最低限法人契約で、さらにバディが付帯された結果、利活用できたものである。 

 

 

 

 



３． 評価と課題 

 

①と③バディ育成講座テキスト制作と収録・公開 

 

画像を見やすくするために、テキストは必要に応じて公開した画面にアップすることとし、収録し

たものは１０～１５分程度にまとめた。７回連続講座として公開する目的は達成。 

 

ただし公開した講座は YouTube にアップしたが、アクセス数が少ないため対策が必要。当初から国

土交通省ホームページで公開されて拡散することを前提としており、追加の対策を検討していなかっ

た。 

画像の公開は、ほとんどの講師が初めての経験であったため要領がわからないこともあって固い内

容となってしまった。また各講師の専門分野の制度説明に時間を割かれ、バディがいかにかかわるか

が十分説明できなかった。 

コロナ禍により事前の全講師による打ち合わせが入念にできなかったことも影響した。 

 

②高浜市民および市内企業向け地域講座開催 

 

講座開催回数の目標は達成した。 

外国人を採用している企業を中心に、高浜市の多文化共生社会の実現のためにバディ制度への理解

を深めてもらうことを狙ったが、一般市民と異なり会社をあげて取り組む姿勢を得るまでには至らな

かった。社員個人の自宅の生活にまで踏み込むことに難色を示したものかと推測している。 

今後は、企業向け説明は行政と一体となって行うこととし、実際にバディ登録者を得ることができた「バ

ディ体験講座」の運営方法を精査したうえで、開催回数を増やすことを検討する。 

  

空き家・空き室のオーナーにしてもバディにしても、仕事や業務という感覚ではなく、住宅確保要

配慮者のための住宅の実現という点を十分に理解してもらわなければ、住宅の提供もバディへの登録

も進まないし、その後の運営も良好にできない。 

またバディを大量に用意すれば良いということでもない。本当に理解していただけるオーナー・バ

ディで運営しないと長続きしない。 

そのためには地道に説明会開催を重ねるとともに、理解を得るまでのコミュニケーションが必要。 

 

③空き家対策全般の課題 

 １）空き家解体のインセンティブになる施策が必要 

  ・空き家解体促進税制 住宅ローン控除と同様の税額控除を空き家の解体費に応用する。 

  ・固定資産税等の軽減税率を、一定の空き家解体後も１０年間維持する特例の創設 

 ２）空き家の買手や借手の要望を掲載したマッチングアプリ＝逆空き家バンクの新設 

 ３）建築基準法の改正で２００㎡以下の住宅の転用が緩和されたが、現実には行政にかた建築士の

「法に適合している旨の証明書」の提出を求められている。これでは事実上、平成１２年以前の

住宅の場合、現行の耐震基準を満たさないことが多いので緩和になっていない。見直しが必要。 

 ４）空き家を借り上げる半公的な組織が必要。 

 

 



４． 今後の展開 

 

１）賃貸アパートの空き室解消のためにバディを付帯することが有効と判明したので、今後は賃貸

仲介会社やＪＡなど賃貸アパート管理を行っている企業などにもアプローチする。 

 

２）バディ制度を広範囲に水平展開する方策を検討する。ただしこれを事業化したり給料を払った

りすることが良いかどうかの検討を要す。（バディ制度は効率化や収益化に対して親和性が低いと

考えられるので） 

 

３）住宅確保要配慮者のために空き家を活用する仕組みは、引き続き必要と考えるので、今回当セ

ンターに参加した団体以外にもアプローチして協力を得るようにする。 

 

４）全国で同様の企画を検討している団体等に、積極的にノウハウや情報提供する仕組みを検討す

る。 

 

 

 

■事業主体概要・担当者名 

設立時期 平成 29 年（2017 年）4 月 

代表者名 吉田貴彦 

連絡先担当者名 吉田貴彦 

連絡先 
住所 〒450-6321 愛知県名古屋市中村区名駅1-1-1 JPタワー名古屋21階 

電話 0120-756-365 

ホームページ 
 https://空き家・空き地の相談センター.com 

https://housing-consultation-center.com/ 

 

 

 

 

https://housing-consultation-center.com/

